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格子材の剛度が異なる格子型制振壁システムの載荷実験

Experimental study on behavior of lattice damping wall system、，viththe different lattice stiffness 
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ABSTRACT Lattice damping wall system using torsional steel tubes is studied.， Circular steel 

加besat crossing position ofvertical and horizontaI members in this system absorb seismic en巴rgy

by torsional deformation. Former study is expressed in the formula for evaluating elastic sti缶less

consid巴redlattice members. However. the臼 seof different lemrths about lattice members is not ，、J

proposed. So， this study proposes出eformula for evaluating elastic sti缶lessin the cas巴thissystem 

has the different lengths. Then， validity ofthe formllla is verified by experiment. 
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1. はじめに

円形鋼管に繰返し振りモーメン トを加えた場

合，鋼管全断面積がせん断変形することにより安

定的なエネルギー吸収をすることが知られている

また，円形鋼管は、ンェル状であるため平板にせん

断力を加える場合に比べて，大きなひずみに対し

て座屈しにくいという利点を有している これら

の特性を活かして，円形鋼管の操れ変形を利用

したダンパーの提案が行われている[1，21

既往の研究では，図 lのような円形鋼管(以下，

鋼管)の特性を活かした格子型制振壁システム(以

下，本システム)の提案が行われている.本シス

テムは鉛直材及び水平材(以下，格子材)を格子

状に配置し， 交差部に鋼管を挿入している.本シ
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ステムに水平力を加えた場合，格子材が十分な剛

度を有しておれば，変形は鋼管に集中し配置した

すべての鋼管が同じ撮り角を生じることとなる.

鋼管の振り挙動が安定的であれば，本システムは

安定的なエネルギー吸収能力を発揮するであろう.

文献[3]では，本システムの鋼管単体における性

能について評価しており，複数の鋼管を配置 した

場合の検討は行われていない.また本システムの

弾性剛性の評価において，格子材を剛としている

ため鋼管の操り岡IJ性のみで評価している.しかし

格子材も弾性体であるため変形が発生し弾性剛性

を正確に評価できない.

そこで文献[4]では，複数の円形鋼管を配置した

場合の本システムの載荷実験及び数値解析を行い，

設置した各鋼管がほぼ同じ履歴挙動を示すことを

明らかにしている.また，鋼管の摂り変形に加え，

格子材の曲げ変形及びせん断変形を考虚した弾性

剛性評価式及び全塑性耐力評価式の 2式を提案し，

実験結果及び解析結果により評価式の妥当性を示

している しかし，提案された評価式は格子材に

おける鋼管間距離を同ーとしているため，鉛直材

と水平材で鋼管間距離を変え，格子材の剛度を変

えた場合の検証は行われていない

そこで本研究では，文献[4]で示された 2つの評

価式を，岡IJ度の異なる格子材で構成された場合を

考慮、した式に修正し，載荷実験によりその妥当性

を検証することを目的とする.
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図l 提案する格子型制振壁システム

2. 本システムの全塑性耐力評価式と弾性剛性評

価式の導出

2.1.本研究で提案する本システムの検討モデル

図 2に本システムの応力伝達機構を示す. ・は

鋼管， 0はピン接合部を示す.実線は鉛直材，点

線は水平材の応力伝達機構を示す

格子材の上下左右を剛な部材で囲み，格子材と

剛な部材はピン接合する.既往の研究ド]では，鋼管

問距離を同ーとしているが，本研究では，鉛直方

向と水平方向で、鋼管間距離を変え，格子材の剛度

が異なる場合を検証するため，鋼管間距離は鉛直

方向をん水平方向をJdh とする.また鋼管が負担

する涙りモーメン卜が均ーとなるように各格子材

において，鋼管聞の部材中央が反曲点となるよう

に，鋼管とピン接合部との距離は各鋼管問距離の

半長とする 水平材の本数を n本，鉛直材の本数

をm本とし，鋼管総数は nXm個とする.壁高さ

をH，壁幅を Bとする

2ム本システムの全塑性耐力評価式の導出

本システムの全塑性耐力評価式を導出する.図

3(a)に全塑性耐力評価式の導出モテ‘ルを示す.格

子材を剛と仮定した場合，鋼管の摂り角 θと壁の

せん断変形角以めが等しくなる 壁のせん断力 cQh

と水平変位ゐ(めの積で、求まる外部仕事と ，鋼管の

擦りモーメントA1Jと摂り角 θとの積で求まる内

部仕事による力のつり合いは式(3)で表される本

研究で、使用する記号のパラメ ータは巻末に示す.

。=y"岬 (1) dl柳 =H. e (2) 

cQ" ・ ð，，(，の =n.m.~ ・ e (3) 

式(1)，(2)， (3)より本システムの壁のせん断力co，
は式(4)で表される.
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図2 本システムの応力伝達機構

鋼管単体の全塑性振りそーメント cA1Jpは式(5)で、

表される.式(4)，(5)より本システムの壁の全塑性

耐力 cQhpは式(6)で表される
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2ふ本システムの弾性剛性評価式の導出

次に本システムの弾性剛性評価式を導出する.

以下の手順により行う.

① 格子材を剛として，円形鋼管の摂り変形から

壁の水平変位 dh(めを導出する.

② 円形鋼管及び水平材を剛として，鉛直材の曲

げ変形及びせん断変形から壁の水平変位 IIh(h)

を導出する.

③ 円形鋼管及び鉛直材を剛として，水平材の曲

げ変形及びせん断変形から壁の水平変位向ν)

を導出する.

④ ①~③で導出した水平変位の合計を壁全体

の水平変位 dhとして，壁のせん断力co，との関

係から壁のせん断岡IJ性 cK)'を導出する.

① 円形鋼管の摂り変形による壁の水平変位δh(8)

図 3(a)に導出モデ、ルを示す.鋼管単体に生じる

回転剛性 kh(めは式(7)で表される.

k π.G.D，3t -
"(1の一一一一一一一一一

4h 
(7) 

壁のせん断力 cQhと鋼管の摂り変形による壁の

水平変位 dh(のの関係は式(8)で表され，壁のせん断

剛性 CKh(8)は式(11)で表される.

cQ" = cKh(l))・d!J(I)) (8) 

cQ" =ヰFhlJm(9)H=ntv 川
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(a) 円形鋼管の振り変形

による壁の水平変位

Q-・ Q ..... 

(b) 鉛直材の曲げせん断変形

による壁の水平変位

L-J 
iJh 

(c) 水平材の曲げせん断変形

による壁の水平変位

図3 本システムの全塑性耐力評価式と弾性剛性評価式の導出
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② 鉛直材の曲げ変形及びせん断変形による壁の

水平変位 (jh(jl)

鉛直材の曲げ変形を考える 図 3(b)に導出モデ

ルを示す.鋼管聞の部材の曲げ変形，鉛直材の曲

げ変形をそれぞれ導出し，壁のせん断力 co，と水
平変位 δh(v)の関係を導出する.各鋼管聞の部材の

端部モーメン卜M，.と回転角 8vの関係は式(13)で

表され，鋼管聞の部材の内部仕事は式(14)で表さ

れる

川
一
ω

M..= 6EJ 
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tν 
(13) (12) 

6EJ _ _ 12EJ ヲ
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v 

(14) 

壁全体での曲げ変形を考える.鋼管聞の部材の

回転角仇と壁全体での回転角 y，，(，.)は等しいことか

ら，内部仕事と外部仕事の関係は式(16)で表され

る.なお鋼管とピン接合部の長さは鋼管聞の部材

長さの半長であり，鉛直材 l本での鋼管聞の部材

が n本であり，鉛直材 m本が並列配置されている

ことから，鋼管聞の部材は nXm本である.式(10)，

(15) ，(16)より，壁のせん断力 cQhと水平変位 IIsh(v)

の関係は式(17)で表される.

θ m(jh(1ψ 
= III Y;'(V)一一万一 (15) 

12EJ 
cQh 'm ~I(V) = n. m. -n-'/ll恥(16)

-v 

m 12El 
cQ"二五コτm(5，利 (17) 

次に，鉛直材のせん断変形を考える.鉛直材 l

本の断面積を Aとすると，鉛直材の総断面積Avは

式(18)で表される壁のせん断力 cQhは(20)で表さ

れ，壁のせん断力 cQ"と水平変位 sdh(ν)の関係は式

(21)で表される.

Av=m.A 川
7一一vd 

(19) (18) 

cQh = G. ，1，，' sYhM (20) 

m GA .. -
c'=!h nτハハリ (21) 

以上より，式(17)，(21)から鉛直材の曲げ変形及

びせん断変形による壁の水平変位の合計は式(22)

で表される.壁のせん断力 cQhと水平変位ふ(ν)の

関係は式(23)で表され，壁のせん断剛性 cKh(ν)は式

(24)で表される.

δh(1り=/ll(51爪:J+ S 4，(v) (22) 

cQh = c KhM . 4'(1り (23)

~寸子守)
③ 水平材の曲げ変形及びせん断変形による壁の

水平変位 (jh(h)

函 3(c)に導出モデルを示す 水平材は，鉛直材

と同様の手順で導出する.

壁のせん断力 cQJ，と水平変位(jh(h)の関係は式(25)

で表され，壁のせん断同IJ性 cKh(h)は式(26)で、表される.

co， = cKJ刷 (j"(II) (25) 
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表 l 試験体一覧

Name s" iiv H 
n m n Xm 

(mm) (mm) (mm) 

NO.I 3 9 
400 

1200 

NO.2 3 400 
トー一一一ー

5 15 2000 
NO.3 300 

__ nlJ2EJ GAI 

cKh(h) = mロデ十τ! (26) 

④ 壁全体の水平変位ゐ

①~③で導出した水平変位の合計が，壁全体の

水平変位 dhとなり式(27)で表される 壁のせん断

力 cQ"と水平変位 d"の関係は式(28)で表され，壁

のせん断岡Ij性 cんは式(29)で表される.

d，. = d，.，a， + du..， + d " Vh(O) ， Vh(v) ， Vh(h) (27) 

cQh二 cKh.d" (28) 

/ J J / 
一一一一=一一一一一+一一一一一斗一一一一-
K，. . Kum .K '-/..' .K h(の c"h('り c"h(h) 

(29) 

壁のせん断力 cQ"とせん断変形角 cyの関係、は式

(30)で表され，壁のせん断剛性 cKyは式(31)で表さ

れる.

ル ckh Ht= ckh H c yσ  

cKy = cKh.H (31) 

3. 載荷実験による評価式の妥当性の検証

本研究では 2章で提案した全塑性耐力評価式及

B D D' 

(mm) (mm) (mm) 
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48.6 45.4 
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(mm) (mm) 

3.2 16 

h σ y σu 

(mm) N/mm' N/mm') 

32 

436 471 

377 446 

鉛直;材(/[')=16)
水、li:t.j'(r〆，=16)

N 
H、
ι 

室|割
Q ← 

F寸

止

し←」
11=32 

NO.3 (e) 鋼管部詳細

試験体概要
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シリンダー

亡事

図5 ピン部詳細

び弾性岡IJ性評価式の妥当性を検証するため，岡IJ度

の異なる格子材で構成された 3体の試験体の載荷

実験を行った.

3.1.試験体概要

表 lに試験体一覧を，図 4(a)，(b)， (c)に各試験

体の寸法を示す.試験体は配置する鋼管個数及び

各格子材の鋼管間距離をパラメータとする. NO.1 

では縦横の鋼管個数を 3X3個の同数とし， NO.2 

及びNO.3では縦横の鋼管個数を 5X3個とする.

格子材の交差部に挿入した鋼管の鋼管間距離は

400mmを基本とした. NO.3の水平材のみ 300mm

とし，鋼管間距離を短くすることによって格子材

の剛度を変えている.

図 4(d)に鋼管の接合部詳細を示す.鋼管は格子

材を貫通させて格子材の外側面のみと隅肉溶接し

ている.製作にあたっては薄肉鋼管厚のため溶け

落ちないような溶接速度で溶接しており，隅肉溶

接サイズは鋼管厚さ (/)の 1.5倍以上を確保して
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いる.これにより格子材から伝達する撮りモーメ

ントをせん断力 Qにより円形鋼管に加えた.鋼管

の塑性領域となる箇所は隅肉溶接間(図の斜線部)

であり，この長さを鋼管高さ (h)とし，すべての

試験体において鋼管高さ h=32mmとしている.す

べての格子材は板幅を 100mm，板厚(ら，)を 16mm

とし，鋼種は SS400を使用した.また円形鋼管は

ψ48.6X 3.2とし，鋼種は STK400を使用した

図 5に格子材と治具のピン接合部の詳細を示す.

ピン部回転軸となる丸鋼棒を両側からナットで締

め付けるピン接合としている.格子材および治具

の板厚分の合計長を有する円筒形のピン孔部にシ

リンダーを挿入し，治具と格子材が板厚方向に締

めイ寸けないようにしている.

表 lに実験で使用した材料の素材試験結果を示

す.鋼管の降伏応力度 σuは素材試験において降伏

点が明確で、なかったため， 0.2%オフセット法で算

出している

3ム加力・計測計画

図 6に載荷装置全体を示す.試験体は治具とな

る上下の CT鋼とピン接合させている.加力方法

は門型フレームに設置されたアクチュエータによ

り水平力を作用させ，載荷梁を介して試験体にせ

ん断荷重を加える.なお載荷梁上部の面外変形治

具により試験体の面外変形を拘束している.

図 7に載荷フ。ログラムを示す.載荷は本システ

ムのせん断変形角(左図の斜線部)eyが 11100，

1/50， 1130， 1120rad.となる水平変位の範囲で各振

幅を 2回ずつ計 8回繰り返した後，初期載荷方向

に1I10rad.まで、単調載荷し終局状況を確認する.な

お計測器の不具合のため， NO.Iの1I20rad.の負側

l回目は 11151叫.まで載荷している

図 8に斜変位計設置位置を示す.せん断変形角

eYは試験体の隅部ピン接合位置に対角線上に斜変

位計を設置し.式(32)により算出している.

川

w
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一

J

一B

d
u

一H
+
一2

H
一v'

 

(32) 

各鋼管単体の操りモーメントを推定するにあ

たり鋼管内にひずみゲージを貼り付けることが困

難で、あったため，鋼管周りの格子材端に貼付け，

格子材端部に作用する曲げモーメントを鋼管に作

用する摂りそーメントとして扱った.

4. 載荷実験結果

図 9にひずみゲージから算出した荷重・変形関

係を示す.点棋は 2章の式 (6)から算出した全塑

図6 載荷装置全体

Y (r:r.d) 

Q・・・ 006 

.006 

-一一 変形剛 一一一 変形後 ， ] ， 
図7 載荷プログラム

8 (Cyck) 

図8 変位計設置位置

性耐力 cQhpを示すー計測機器の制限により， NO.l 

では図 9上部の点線で固まれた 4つの鋼管，NO.2 

及び NO.3では 6つの鋼管近傍にひずみゲージを

貼付け，計測を行った.ひずみゲージからのせん

断荷重の算出方法は， NO.lでは壁の隅部に位置す

る鋼管①のねじり荷重を 4倍，壁の外端辺に位置

する鋼管②及び③はそれぞれ2倍，さらに壁中央

に位置する鋼管④のねじり荷重を合算して壁高さ

Hで、害IJっている.NO.2及び NO.3も同様の方法で

算出している .NO.l では，せん断変形角 eyが

1/20rad.までせん断耐力は低下しておらず，全塑性

耐力で降伏し始め，紡錘形の安定した履歴挙動を

示した.また 8回目以降に行った単調載荷では，

せん断変形角 d が 11l0rad.までせん断耐力は維持

していた.NO.2及び NO.3も安定した履歴挙動を

示した 剛度の異なる格子材を用いた場合でも安

定的なエネルギー吸収を行った.

表2に修正した評価式より算出した計算値CcQ，伊)
と実験結果から得られた実験値 (eQhp)の全塑性耐

力の比較を示す.函 9に示す荷重.変形関係から
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表 2 実験結果一覧
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general yi巴ld法を用いて，接線剛性が初期剛性の

118となる点を降伏点とし，実験による全塑性耐力

(eQhp)を算出した実験値 (eQhp)と計算値 (cQhp)

の全塑性耐力比 (eQJ，，.んQhp)は9割強の値であり，

修正した全塑性耐力評価式は有効であると考えら

れる.

すべての試験体において，本システムに配置し

た複数の円形鋼管はほぼ同時に降伏し，安定した

履歴挙動を示していた 塑性化後も緩やかに耐力

が上昇しており.鋼管の配置によらずに複数の円

形鋼管は同じ挙動を示していた.

表 2に2章で提案した評価式による計算値と 実

験で得られた実験値の弾性剛性値の比較を示す.

実験値 (eKy)と計算値 (J(y)との弾性岡IJ性比 (eK-/cKy)

は9割強の値であり，修正した弾性剛性評価式も

有効であると考えられる.載荷時に冶具部分に多

少の変形が生じたため，計算値と実験値では l割

弱の誤差が生じたのではなし、かと考えられる.

5. おわりに

本研究では，文献[4]で示された全塑性耐力評価

式及び弾性剛性評価式を剛度の異なる格子材で構

成された場合を考慮した式に修正し，載荷実験に

よりその妥当性を検証した.得られた知見を以下

川

一間

一川
一附

に示す.

・載荷実験を行った 3つの試験体は，文献[3]で示

された評価式で算出した全塑性耐力 cQhpで降伏

し始め，紡錘形の安定した履歴挙動を示した剛

度の異なる格子材を用いた場合も安定的なエネ

ノレギー吸収を行った.

-本システムに配置した複数の円形鋼管はほぼ同

時に降伏し，安定した履歴挙動を示した.塑性化

後も緩やかに耐力が上昇した.

-修正した弾性剛性評価式から得られた計算値ど

実験から得られた実験値の弾性剛性比は 9割強

であり，よい対応を示した
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本研究で使用した記号のパラメ ータ

n 鋼管個数(鉛直方向) σv 鋼管の降伏応力度

m 鋼管個数(水平方向) ι 鋼管の引張強さ

1d， 鋼管間距離(鉛直方向) A 鉛直材l本の断面積

ん 鋼管問距離(水平方向) Av 鉛直材の総断面積

H 壁高さ y 壁のせん断変形角

B 壁幅 8 鋼管の振り角

D 鋼管の外径 久鉛直材の振り角

D' 鋼管の板厚中心間距離 内 水平材の摂り角

t 鋼管の板厚 cQ"p 壁の全塑性耐力

" 鋼管高さ cQ h 壁のせん断力

cλイ伊 鋼管単体の全塑性振りモーメント

M， 鋼管の振りモーメン ト E ヤング係数

Mν 鉛直材の摂りモーメン ト G せん断弾性係数

M" 水平材の摂りモーメン ト / 断面2次モーメント

d" 壁の水平変位 cK， 壁のせん断問IJ性

a h{仰 '鋼管の摂り変形による壁の水平変位

dh(り 鉛直材の曲げせん断変形による壁の水平変位

向山 水平材の曲げせん断変形による壁の水平変位

cK，，(O; 鋼管の擦り変形による壁のせん断剛性

cK"rり鉛直材の曲げせん断変形による壁のせん断岡IJ性

cK"(h)水平材の曲げせん断変形による壁のせん断剛性
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